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健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針の一部を改正する指針 新旧対照表

改 正 後 現 行

健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針 健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針

平成 8年10月 1日 健康診断結果措置指針公示第１号 平成 8年10月 1日 健康診断結果措置指針公示第１号

改正 平成12年 3月31日 健康診断結果措置指針公示第２号 改正 平成12年 3月31日 健康診断結果措置指針公示第２号

改正 平成13年 3月30日 健康診断結果措置指針公示第３号 改正 平成13年 3月30日 健康診断結果措置指針公示第３号

改正 平成14年 2月25日 健康診断結果措置指針公示第４号 改正 平成14年 2月25日 健康診断結果措置指針公示第４号

改正 平成17年 3月31日 健康診断結果措置指針公示第５号 改正 平成17年 3月31日 健康診断結果措置指針公示第５号

改正 平成18年 3月31日 健康診断結果措置指針公示第６号 改正 平成18年 3月31日 健康診断結果措置指針公示第６号

改正 平成20年 1月31日 健康診断結果措置指針公示第７号 改正 平成20年 1月31日 健康診断結果措置指針公示第７号

改正 平成27年11月30日 健康診断結果措置指針公示第８号

１ 趣旨 １ 趣旨

産業構造の変化、働き方の多様化を背景とした労働時間分 産業構造の変化、働き方の多様化を背景とした労働時間分

布の長短二極化、高齢化の進展等労働者を取り巻く環境は大 布の長短二極化、高齢化の進展等労働者を取り巻く環境は大

きく変化してきている。その中で、脳・心臓疾患につながる きく変化してきている。その中で、脳・心臓疾患につながる

所見を始めとして何らかの異常の所見があると認められる労 所見を始めとして何らかの異常の所見があると認められる労

働者が年々増加し、５割を超えている。さらに、労働者が業 働者が５割近くに及ぶ状況にあり、仕事や職場生活に関する

務上の事由によって脳・心臓疾患を発症し突然死等の重大な 強い不安、悩み、ストレスを感じる労働者の割合も年々増加

事態に至る「過労死」等の事案が多発し、社会的にも大きな している。さらに、労働者が業務上の事由によって脳・心臓

問題となっている。 疾患を発症し突然死等の重大な事態に至る「過労死」等の事

案が増加する傾向にあり、社会的にも大きな問題となってい

ることから、平成１９年の労働安全衛生規則（昭和４７年労

働省令第３２号）改正において、脳・心臓疾患のリスクをよ

り適切に評価する健康診断項目を追加するなどの措置を講じ

たところである。

このような状況の中で、労働者が職業生活の全期間を通し このような状況の中で、労働者が職業生活の全期間を通し
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て健康で働くことができるようにするためには、事業者が労 て健康で働くことができるようにするためには、事業者が労

働者の健康状態を的確に把握し、その結果に基づき、医学的 働者の健康状態を的確に把握し、その結果に基づき、医学的

知見を踏まえて、労働者の健康管理を適切に講ずることが不 知見を踏まえて、労働者の健康管理を適切に講ずることが不

可欠である。そのためには、事業者は、健康診断（労働安全 可欠である。そのためには、事業者は、健康診断（労働安全

衛生法（昭和４７年法律第５７号）第６６条の２の規定に基 衛生法（昭和４７年法律第５７号）第６６条の２の規定に基

づく深夜業に従事する労働者が自ら受けた健康診断（以下「 づく深夜業に従事する労働者が自ら受けた健康診断（以下「

自発的健診」という。）及び労働者災害補償保険法（昭和２ 自発的健診」という。）及び労働者災害補償保険法（昭和２

２年法律第５０号）第２６条第２項第１号の規定に基づく二 ２年法律第５０号）第２６条第２項第１号の規定に基づく二

次健康診断（以下「二次健康診断」という。）を含む。）の 次健康診断（以下「二次健康診断」という。）を含む。）の

結果、異常の所見があると診断された労働者について、当該 結果、異常の所見があると診断された労働者について、当該

労働者の健康を保持するために必要な措置について聴取した 労働者の健康を保持するために必要な措置について聴取した

医師又は歯科医師（以下「医師等」という。）の意見を十分 医師又は歯科医師（以下「医師等」という。）の意見を十分

勘案し、必要があると認めるときは、当該労働者の実情を考 勘案し、必要があると認めるときは、当該労働者の実情を考

慮して、就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深 慮して、就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深

夜業の回数の減少、昼間勤務への転換等の措置を講ずるほか 夜業の回数の減少、昼間勤務への転換等の措置を講ずるほか

、作業環境測定の実施、施設又は設備の設置又は整備、当該 、作業環境測定の実施、施設又は設備の設置又は整備、当該

医師等の意見の衛生委員会若しくは安全衛生委員会（以下「 医師等の意見の衛生委員会若しくは安全衛生委員会（以下「

衛生委員会等」という。）又は労働時間等設定改善委員会（ 衛生委員会等」という。）又は労働時間等設定改善委員会（

労働時間等の設定の改善に関する特別措置法（平成４年法律 労働時間等の設定の改善に関する特別措置法（平成４年法律

第９０号）第７条第１項に規定する労働時間等設定改善委員 第９０号）第７条第１項に規定する労働時間等設定改善委員

会をいう。以下同じ。）への報告その他の適切な措置を講ず 会をいう。以下同じ。）への報告その他の適切な措置を講ず

る必要がある（以下、事業者が講ずる必要があるこれらの措 る必要がある（以下、事業者が講ずる必要があるこれらの措

置を「就業上の措置」という。）。 置を「就業上の措置」という。）。

また、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５ また、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５

７号）の趣旨を踏まえ、健康診断の結果等の個々の労働者の ７号）の趣旨を踏まえ、健康診断の結果等の個々の労働者の

健康に関する個人情報（以下「健康情報」という。）につい 健康に関する個人情報（以下「健康情報」という。）につい

ては、特にその適正な取扱いの確保を図る必要がある。 ては、特にその適正な取扱いの確保を図る必要がある。

この指針は、健康診断の結果に基づく就業上の措置が、適 この指針は、健康診断の結果に基づく就業上の措置が、適

切かつ有効に実施されるため、就業上の措置の決定・実施の 切かつ有効に実施されるため、就業上の措置の決定・実施の

手順に従って、健康診断の実施、健康診断の結果についての 手順に従って、健康診断の実施、健康診断の結果についての
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医師等からの意見の聴取、就業上の措置の決定、健康情報の 医師等からの意見の聴取、就業上の措置の決定、健康情報の

適正な取扱い等についての留意事項を定めたものである。 適正な取扱い等についての留意事項を定めたものである。

２ 就業上の措置の決定・実施の手順と留意事項 ２ 就業上の措置の決定・実施の手順と留意事項

（１）健康診断の実施 （１）健康診断の実施

事業者は、労働安全衛生法第６６条第１項から第４項ま 事業者は、労働安全衛生法第６６条第１項から第４項ま

での規定に定めるところにより、労働者に対し医師等によ での規定に定めるところにより、労働者に対し医師等によ

る健康診断を実施し、当該労働者ごとに診断区分（異常な る健康診断を実施し、当該労働者ごとに診断区分（異常な

し、要観察、要医療等の区分をいう。以下同じ。）に関す し、要観察、要医療等の区分をいう。以下同じ。）に関す

る医師等の判定を受けるものとする。 る医師等の判定を受けるものとする。

なお、健康診断の実施に当たっては、事業者は受診率が なお、健康診断の実施に当たっては、事業者は受診率が

向上するよう労働者に対する周知及び指導に努める必要が 向上するよう労働者に対する周知及び指導に努める必要が

ある。 ある。

また、産業医の選任義務のある事業場においては、事業 また、産業医の選任義務のある事業場においては、事業

者は、当該事業場の労働者の健康管理を担当する産業医に 者は、当該事業場の労働者の健康管理を担当する産業医に

対して、健康診断の計画や実施上の注意等について助言を 対して、健康診断の計画や実施上の注意等について助言を

求めることが必要である。 求めることが必要である。

（２）二次健康診断の受診勧奨等 （２）二次健康診断の受診勧奨等

事業者は、労働安全衛生法第６６条第１項の規定による 事業者は、労働安全衛生法第６６条第１項の規定による

健康診断又は当該健康診断に係る同条第５項ただし書の規 健康診断又は当該健康診断に係る同条第５項ただし書の規

定による健康診断（以下「一次健康診断」という。）にお 定による健康診断（以下「一次健康診断」という。）にお

ける医師の診断の結果に基づき、二次健康診断の対象とな ける医師の診断の結果に基づき、二次健康診断の対象とな

る労働者を把握し、当該労働者に対して、二次健康診断の る労働者を把握し、当該労働者に対して、二次健康診断の

受診を勧奨するとともに、診断区分に関する医師の判定を 受診を勧奨するとともに、診断区分に関する医師の判定を

受けた当該二次健康診断の結果を事業者に提出するよう働 受けた当該二次健康診断の結果を事業者に提出するよう働

きかけることが適当である。 きかけることが適当である。

（３）健康診断の結果についての医師等からの意見の聴取 （３）健康診断の結果についての医師等からの意見の聴取

事業者は、労働安全衛生法第６６条の４の規定に基づき 事業者は、労働安全衛生法第６６条の４の規定に基づき

、健康診断の結果（当該健康診断の項目に異常の所見があ 、健康診断の結果（当該健康診断の項目に異常の所見があ

ると診断された労働者に係るものに限る。）について、医 ると診断された労働者に係るものに限る。）について、医
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師等の意見を聴かなければならない。 師等の意見を聴かなければならない。

イ 意見を聴く医師等 イ 意見を聴く医師等

事業者は、産業医の選任義務のある事業場においては 事業者は、産業医の選任義務のある事業場においては

、産業医が労働者個人ごとの健康状態や作業内容、作業 、産業医が労働者個人ごとの健康状態や作業内容、作業

環境についてより詳細に把握しうる立場にあることから 環境についてより詳細に把握しうる立場にあることから

、産業医から意見を聴くことが適当である。 、産業医から意見を聴くことが適当である。

なお、産業医の選任義務のない事業場においては、労 なお、産業医の選任義務のない事業場においては、労

働者の健康管理等を行うのに必要な医学に関する知識を 働者の健康管理等を行うのに必要な医学に関する知識を

有する医師等から意見を聴くことが適当であり、こうし 有する医師等から意見を聴くことが適当であり、こうし

た医師が労働者の健康管理等に関する相談等に応じる地 た医師が労働者の健康管理等に関する相談等に応じる地

域産業保健センターの活用を図ること等が適当である。 域産業保健センター事業の活用を図ること等が適当であ

る。

ロ 医師等に対する情報の提供 ロ 医師等に対する情報の提供

事業者は、適切に意見を聴くため、必要に応じ、意見 事業者は、適切に意見を聴くため、必要に応じ、意見

を聴く医師等に対し、労働者に係る作業環境、労働時間 を聴く医師等に対し、労働者に係る作業環境、労働時間

、労働密度、深夜業の回数及び時間数、作業態様、作業 、労働密度、深夜業の回数及び時間数、作業態様、作業

負荷の状況、過去の健康診断の結果等に関する情報及び 負荷の状況、過去の健康診断の結果等に関する情報及び

職場巡視の機会を提供し、また、健康診断の結果のみで 職場巡視の機会を提供し、また、健康診断の結果のみで

は労働者の身体的又は精神的状態を判断するための情報 は労働者の身体的又は精神的状態を判断するための情報

が十分でない場合は、労働者との面接の機会を提供する が十分でない場合は、労働者との面接の機会を提供する

ことが適当である。また、過去に実施された労働安全衛 ことが適当である。また、過去に実施された労働安全衛

生法第６６条の８、第６６条の９及び第６６条の１０第 生法第６６条の８及び第６６条の９の規定に基づく医師

３項の規定に基づく医師による面接指導等の結果又は労 による面接指導等の結果に関する情報を提供することも

働者から同意を得て事業者に提供された法第６６条の１ 考えられる。

０第１項の規定に基づく心理的な負担の程度を把握する

ための検査の結果に関する情報を提供することも考えら

れる。

また、二次健康診断の結果について医師等の意見を聴 また、二次健康診断の結果について医師等の意見を聴

取するに当たっては、意見を聴く医師等に対し、当該二 取するに当たっては、意見を聴く医師等に対し、当該二

次健康診断の前提となった一次健康診断の結果に関する 次健康診断の前提となった一次健康診断の結果に関する
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情報を提供することが適当である。 情報を提供することが適当である。

ハ 意見の内容 ハ 意見の内容

事業者は、就業上の措置に関し、その必要性の有無、 事業者は、就業上の措置に関し、その必要性の有無、

講ずべき措置の内容等に係る意見を医師等から聴く必要 講ずべき措置の内容等に係る意見を医師等から聴く必要

がある。 がある。

(ｲ) 就業区分及びその内容についての意見 (ｲ) 就業区分及びその内容についての意見

当該労働者に係る就業区分及びその内容に関する医 当該労働者に係る就業区分及びその内容に関する医師

師等の判断を下記の区分（例）によって求めるものと 等の判断を下記の区分（例）によって求めるものとす

する。 る。

（図略） （図略）

(ﾛ) 作業環境管理及び作業管理についての意見 (ﾛ) 作業環境管理及び作業管理についての意見

健康診断の結果、作業環境管理及び作業管理を見直 健康診断の結果、作業環境管理及び作業管理を見直す

す必要がある場合には、作業環境測定の実施、施設又 必要がある場合には、作業環境測定の実施、施設又は設

は設備の設置又は整備、作業方法の改善その他の適切 備の設置又は整備、作業方法の改善その他の適切な措置

な措置の必要性について意見を求めるものとする。 の必要性について意見を求めるものとする。

ニ 意見の聴取の方法と時期 ニ 意見の聴取の方法と時期

事業者は、医師等に対し、労働安全衛生規則等に基づ 事業者は、医師等に対し、労働安全衛生規則等に基づ

く健康診断の個人票の様式中医師等の意見欄に、就業上 く健康診断の個人票の様式中医師等の意見欄に、就業上

の措置に関する意見を記入することを求めることとす の措置に関する意見を記入することを求めることとす

る。 る。

なお、記載内容が不明確である場合等については、当 なお、記載内容が不明確である場合等については、当

該医師等に内容等の確認を求めておくことが適当であ 該医師等に内容等の確認を求めておくことが適当であ

る。 る。

また、意見の聴取は、速やかに行うことが望ましく、 また、意見の聴取は、速やかに行うことが望ましく、

特に自発的健診及び二次健康診断に係る意見の聴取はで 特に自発的健診及び二次健康診断に係る意見の聴取はで

きる限り迅速に行うことが適当である。 きる限り迅速に行うことが適当である。

（４）就業上の措置の決定等 （４）就業上の措置の決定等

イ 労働者からの意見の聴取等 イ 労働者からの意見の聴取等
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事業者は、（３）の医師等の意見に基づいて、就業区 事業者は、（３）の医師等の意見に基づいて、就業区

分に応じた就業上の措置を決定する場合には、あらかじ 分に応じた就業上の措置を決定する場合には、あらかじ

め当該労働者の意見を聴き、十分な話合いを通じてその め当該労働者の意見を聴き、十分な話合いを通じてその

労働者の了解が得られるよう努めることが適当である。 労働者の了解が得られるよう努めることが適当である。

なお、産業医の選任義務のある事業場においては、必 なお、産業医の選任義務のある事業場においては、必

要に応じて、産業医の同席の下に労働者の意見を聴くこ 要に応じて、産業医の同席の下に労働者の意見を聴くこ

とが適当である。 とが適当である。

ロ 衛生委員会等への医師等の意見の報告等 ロ 衛生委員会等への医師等の意見の報告等

衛生委員会等において労働者の健康障害の防止対策及 衛生委員会等において労働者の健康障害の防止対策及

び健康の保持増進対策について調査審議を行い、又は労 び健康の保持増進対策について調査審議を行い、又は労

働時間等設定改善委員会において労働者の健康に配慮し 働時間等設定改善委員会において労働者の健康に配慮し

た労働時間等の設定の改善について調査審議を行うに当 た労働時間等の設定の改善について調査審議を行うに当

たっては、労働者の健康の状況を把握した上で調査審議 たっては、労働者の健康の状況を把握した上で調査審議

を行うことが、より適切な措置の決定等に有効であると を行うことが、より適切な措置の決定等に有効であると

考えられることから、事業者は、衛生委員会等の設置義 考えられることから、事業者は、衛生委員会等の設置義

務のある事業場又は労働時間等設定改善委員会を設置し 務のある事業場又は労働時間等設定改善委員会を設置し

ている事業場においては、必要に応じ、健康診断の結果 ている事業場においては、必要に応じ、健康診断の結果

に係る医師等の意見をこれらの委員会に報告することが に係る医師等の意見をこれらの委員会に報告することが

適当である。 適当である。

なお、この報告に当たっては、労働者のプライバシー なお、この報告に当たっては、労働者のプライバシー

に配慮し、労働者個人が特定されないよう医師等の意見 に配慮し、労働者個人が特定されないよう医師等の意見

を適宜集約し、又は加工する等の措置を講ずる必要があ を適宜集約し、又は加工する等の措置を講ずる必要があ

る。 る。

また、事業者は、就業上の措置のうち、作業環境測定 また、事業者は、就業上の措置のうち、作業環境測定

の実施、施設又は設備の設置又は整備、作業方法の改善 の実施、施設又は設備の設置又は整備、作業方法の改善

その他の適切な措置を決定する場合には、衛生委員会等 その他の適切な措置を決定する場合には、衛生委員会等

の設置義務のある事業場においては、必要に応じ、衛生 の設置義務のある事業場においては、必要に応じ、衛生

委員会等を開催して調査審議することが適当である。 委員会等を開催して調査審議することが適当である。

ハ 就業上の措置の実施に当たっての留意事項 ハ 就業上の措置の実施に当たっての留意事項

(ｲ) 関係者間の連携等
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事業者は、就業上の措置を実施し、又は当該措置の変 事業者は、就業上の措置を実施し、又は当該措置の変

更若しくは解除をしようとするに当たっては、医師等と 更若しくは解除をしようとするに当たっては、医師等と

他の産業保健スタッフとの連携はもちろんのこと、当該 他の産業保健スタッフとの連携はもちろんのこと、当該

事業場の健康管理部門と人事労務管理部門との連携にも 事業場の健康管理部門と人事労務管理部門との連携にも

十分留意する必要がある。また、就業上の措置の実施に 十分留意する必要がある。また、就業上の措置の実施に

当たっては、特に労働者の勤務する職場の管理監督者の 当たっては、特に労働者の勤務する職場の管理監督者の

理解を得ることが不可欠であることから、プライバシー 理解を得ることが不可欠であることから、プライバシー

に配慮しつつ事業者は、当該管理監督者に対し、就業上 に配慮しつつ事業者は、当該管理監督者に対し、就業上

の措置の目的、内容等について理解が得られるよう必要 の措置の目的、内容等について理解が得られるよう必要

な説明を行うことが適当である。 な説明を行うことが適当である。

また、労働者の健康状態を把握し、適切に評価するた また、労働者の健康状態を把握し、適切に評価するた

めには、健康診断の結果を総合的に考慮することが基本 めには、健康診断の結果を総合的に考慮することが基本

であり、例えば、平成１９年の労働安全衛生規則の改正 であり、例えば、平成１９年の労働安全衛生規則の改正

により新たに追加された腹囲等の項目もこの総合的考慮 により新たに追加された腹囲等の項目もこの総合的考慮

の対象とすることが適当と考えられる。しかし、この項 の対象とすることが適当と考えられる。しかし、この項

目の追加によって、事業者に対して、従来と異なる責任 目の追加によって、事業者に対して、従来と異なる責任

が求められるものではない。 が求められるものではない。

なお、就業上の措置は、当該労働者の健康を保持する

ことを目的とするものであって、当該労働者の健康の保

持に必要な措置を超えた措置を講ずるべきではなく、医

師等の意見を理由に、安易に解雇等をすることは避ける

べきである。

なお、就業上の措置を講じた後、健康状態の改善がみ また、就業上の措置を講じた後、健康状態の改善が見

られた場合には、医師等の意見を聴いた上で、通常の勤 られた場合には、医師等の意見を聴いた上で、通常の勤

務に戻す等適切な措置を講ずる必要がある。 務に戻す等適切な措置を講ずる必要がある。

(ﾛ) 健康診断結果を理由とした不利益な取扱いの防止

健康診断の結果に基づく就業上の措置は、労働者の健

康の確保を目的とするものであるため、事業者が、健康

診断において把握した労働者の健康情報等に基づき、当
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該労働者の健康の確保に必要な範囲を超えて、当該労働

者に対して不利益な取扱いを行うことはあってはならな

い。このため、以下に掲げる事業者による不利益な取扱

いについては、一般的に合理的なものとはいえないため

、事業者はこれらを行ってはならない。なお、不利益な

取扱いの理由が以下に掲げる理由以外のものであったと

しても、実質的に以下に掲げるものに該当するとみなさ

れる場合には、当該不利益な取扱いについても、行って

はならない。

① 就業上の措置の実施に当たり、健康診断の結果に基

づく必要な措置について医師の意見を聴取すること等

の法令上求められる手順に従わず、不利益な取扱いを

行うこと。

② 就業上の措置の実施に当たり、医師の意見とはその

内容・程度が著しく異なる等医師の意見を勘案し必要

と認められる範囲内となっていないもの又は労働者の

実情が考慮されていないもの等の法令上求められる要

件を満たさない内容の不利益な取扱いを行うこと。

③ 健康診断の結果を理由として、以下の措置を行うこ

と。

(a) 解雇すること。

(b) 期間を定めて雇用される者について契約の更新を

しないこと。

(c) 退職勧奨を行うこと。

(d) 不当な動機・目的をもってなされたと判断される

ような配置転換又は職位（役職）の変更を命じるこ

と。

(e) その他の労働契約法等の労働関係法令に違反する

措置を講じること。

（５）その他の留意事項 （５）その他の留意事項
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イ 健康診断結果の通知 イ 健康診断結果の通知

事業者は、労働者が自らの健康状態を把握し、自主的 事業者は、労働者が自らの健康状態を把握し、自主的

に健康管理が行えるよう、労働安全衛生法第６６条の６ に健康管理が行えるよう、労働安全衛生法第６６条の６

の規定に基づき、健康診断を受けた労働者に対して、異 の規定に基づき、健康診断を受けた労働者に対して、異

常の所見の有無にかかわらず、遅滞なくその結果を通知 常の所見の有無にかかわらず、遅滞なくその結果を通知

しなければならない。 しなければならない。

ロ 保健指導 ロ 保健指導

事業者は、労働者の自主的な健康管理を促進するため 事業者は、労働者の自主的な健康管理を促進するため

、労働安全衛生法第６６条の７第１項の規定に基づき、 、労働安全衛生法第６６条の７第１項の規定に基づき、

一般健康診断の結果、特に健康の保持に努める必要があ 一般健康診断の結果、特に健康の保持に努める必要があ

ると認める労働者に対して、医師又は保健師による保健 ると認める労働者に対して、医師又は保健師による保健

指導を受けさせるよう努めなければならない。この場合 指導を受けさせるよう努めなければならない。この場合

、保健指導として必要に応じ日常生活面での指導、健康 、保健指導として必要に応じ日常生活面での指導、健康

管理に関する情報の提供、健康診断に基づく再検査又は 管理に関する情報の提供、健康診断に基づく再検査又は

精密検査、治療のための受診の勧奨等を行うほか、その 精密検査、治療のための受診の勧奨等を行うほか、その

円滑な実施に向けて、健康保険組合その他の健康増進事 円滑な実施に向けて、健康保険組合その他の健康増進事

業実施者（健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第 業実施者（健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第

６条に規定する健康増進事業実施者をいう。）等との連 ６条に規定する健康増進事業実施者をいう。）等との連

携を図ること。 携を図ること。

深夜業に従事する労働者については、昼間業務に従事 深夜業に従事する労働者については、昼間業務に従事

する者とは異なる生活様式を求められていることに配慮 する者とは異なる生活様式を求められていることに配慮

し、睡眠指導や食生活指導等を一層重視した保健指導を し、睡眠指導や食生活指導等を一層重視した保健指導を

行うよう努めることが必要である。 行うよう努めることが必要である。

また、労働者災害補償保険法第２６条第２項第２号の また、労働者災害補償保険法第２６条第２項第２号の

規定に基づく特定保健指導及び高齢者の医療の確保に関 規定に基づく特定保健指導及び高齢者の医療の確保に関

する法律（昭和５７年法律第８０号）第２４条の規定に する法律（昭和５７年法律第８０号）第２４条の規定に

基づく特定保健指導を受けた労働者については、労働安 基づく特定保健指導を受けた労働者については、労働安

全衛生法第６６条の７第１項の規定に基づく保健指導を 全衛生法第６６条の７第１項の規定に基づく保健指導を

行う医師又は保健師にこれらの特定保健指導の内容を伝 行う医師又は保健師にこれらの特定保健指導の内容を伝

えるよう働きかけることが適当である。 えるよう働きかけることが適当である。
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なお、産業医の選任義務のある事業場においては、個 なお、産業医の選任義務のある事業場においては、個

々の労働者ごとの健康状態や作業内容、作業環境等につ 々の労働者ごとの健康状態や作業内容、作業環境等につ

いてより詳細に把握し得る立場にある産業医が中心とな いてより詳細に把握し得る立場にある産業医が中心とな

り実施されることが適当である。 り実施されることが適当である。

ハ 再検査又は精密検査の取扱い ハ 再検査又は精密検査の取扱い

事業者は、就業上の措置を決定するに当たっては、で 事業者は、就業上の措置を決定するに当たっては、で

きる限り詳しい情報に基づいて行うことが適当であるこ きる限り詳しい情報に基づいて行うことが適当であるこ

とから、再検査又は精密検査を行う必要のある労働者に とから、再検査又は精密検査を行う必要のある労働者に

対して、当該再検査又は精密検査受診を勧奨するととも 対して、当該再検査又は精密検査受診を勧奨するととも

に、意見を聴く医師等に当該検査の結果を提出するよう に、意見を聴く医師等に当該検査の結果を提出するよう

働きかけることが適当である。 働きかけることが適当である。

なお、再検査又は精密検査は、診断の確定や症状の程 なお、再検査又は精密検査は、診断の確定や症状の程

度を明らかにするものであり、一律には事業者にその実 度を明らかにするものであり、一律には事業者にその実

施が義務付けられているものではないが、有機溶剤中毒 施が義務付けられているものではないが、有機溶剤中毒

予防規則（昭和４７年労働省令第３６号）、鉛中毒予防 予防規則（昭和４７年労働省令第３６号）、鉛中毒予防

規則（昭和４７年労働省令第３７号）、特定化学物質障 規則（昭和４７年労働省令第３７号）、特定化学物質障

害予防規則（昭和４７年労働省令第３９号）、高気圧作 害予防規則（昭和４７年労働省令第３９号）、高気圧作

業安全衛生規則（昭和４７年労働省令第４０号）及び石 業安全衛生規則（昭和４７年労働省令第４０号）及び石

綿障害予防規則（平成１７年厚生労働省令第２１号）に 綿障害予防規則（平成１７年厚生労働省令第２１号）に

基づく特殊健康診断として規定されているものについて 基づく特殊健康診断として規定されているものについて

は、事業者にその実施が義務付けられているので留意す は、事業者にその実施が義務付けられているので留意す

る必要がある。 る必要がある。

ニ 健康情報の保護 ニ 健康情報の保護

事業者は、雇用管理に関する個人情報の適正な取扱い 事業者は、雇用管理に関する個人情報の適正な取扱い

を確保するために事業者が講ずべき措置に関する指針（ を確保するために事業者が講ずべき措置に関する指針（

平成１６年厚生労働省告示第２５９号）に基づき、健康 平成１６年厚生労働省告示第２５９号）に基づき、健康

情報の保護に留意し、その適正な取扱いを確保する必要 情報の保護に留意し、その適正な取扱いを確保する必要

がある。 がある。就業上の措置の実施に当たって、関係者に健康

事業者は、就業上の措置の実施に当たって、産業保健 情報を提供する必要がある場合には、その健康情報の範

業務従事者（産業医、保健師等、衛生管理者その他の労 囲は、就業上の措置を実施する上で必要最小限とし、特
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働者の健康管理に関する業務に従事する者をいう。）以 に産業保健業務従事者（産業医、保健師等、衛生管理者

外の者に健康情報を取り扱わせる時は、これらの者が取 その他の労働者の健康管理に関する業務に従事する者を

り扱う健康情報が就業上の措置を実施する上で必要最小 いう。）以外の者に健康情報を取り扱わせる時は、これ

限のものとなるよう、必要に応じて健康情報の内容を適 らの者が取り扱う健康情報が利用目的の達成に必要な範

切に加工した上で提供する等の措置を講ずる必要があり 囲に限定されるよう、必要に応じて健康情報の内容を適

、診断名、検査値、具体的な愁訴の内容等の加工前の情 切に加工した上で提供する等の措置を講ずる必要があ

報や詳細な医学的情報は取り扱わせてはならないものと る。

する。

ホ 健康診断結果の記録の保存 ホ 健康診断結果の記録の保存

事業者は、労働安全衛生法第６６条の３及び第１０３ 事業者は、労働安全衛生法第６６条の３及び第１０３

条の規定に基づき、健康診断結果の記録を保存しなけれ 条の規定に基づき、健康診断結果の記録を保存しなけれ

ばならない。記録の保存には、書面による保存及び電磁 ばならない。記録の保存には、書面による保存及び電磁

的記録による保存があり、電磁的記録による保存を行う 的記録による保存があり、電磁的記録による保存を行う

場合は、厚生労働省の所管する法令の規定に基づく民間 場合は、厚生労働省の所管する法令の規定に基づく民間

事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の 事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の

利用に関する省令（平成１７年厚生労働省令第４４号） 利用に関する省令（平成１７年厚生労働省令第４４号）

に基づき適切な保存を行う必要がある。また、健康診断 に基づき適切な保存を行う必要がある。また、健康診断

結果には医療に関する情報が含まれることから、事業者 結果には医療に関する情報が含まれることから、事業者

は安全管理措置等について「医療情報システムの安全管 は安全管理措置等について「医療情報システムの安全管

理に関するガイドライン」を参照することが望ましい。 理に関するガイドライン」を参照することが望ましい。

また、二次健康診断の結果については、事業者にその また、二次健康診断の結果については、事業者にその

保存が義務付けられているものではないが、継続的に健 保存が義務付けられているものではないが、継続的に健

康管理を行うことができるよう、保存することが望まし 康管理を行うことができるよう、保存することが望まし

い。 い。

なお、保存に当たっては、当該労働者の同意を得るこ なお、保存に当たっては、当該労働者の同意を得るこ

とが必要である。 とが必要である。

３ 派遣労働者に対する健康診断に係る留意事項

（１）健康診断の実施

派遣労働者については、労働安全衛生法第６６条第１項
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の規定に基づく健康診断（以下「一般健康診断」という。

）は派遣元事業者が実施し、同条第２項又は第３項に基づ

く健康診断（以下「特殊健康診断」という。）は派遣先事

業者が実施しなければならない。

派遣労働者に対する一般健康診断の実施に当たって、派

遣先事業者は、当該派遣労働者が派遣元事業者が実施する

一般健康診断を受診することができるよう必要な配慮をす

ることが適当である。また、派遣元事業者から依頼があっ

た場合には、派遣先事業者は、その雇用する労働者に対す

る一般健康診断を実施する際に、派遣労働者もこれを受診

することができるよう配慮することが望ましい。なお、派

遣先事業者が、派遣労働者も含めて一般健康診断を実施す

るに当たっては、当該一般健康診断の結果は、派遣元事業

者が取り扱うべきものであることから、一般健康診断を実

施した医師から直接派遣元事業者に結果を提供させること

等の方法により、派遣先事業者は当該結果を把握しないよ

うにする必要がある。

（２）医師に対する情報の提供

派遣元事業主は、一般健康診断の結果について適切に医

師から意見を聴くことができるよう、労働者派遣事業の適

正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭

和六十年法律第八十八号）（以下「労働者派遣法」とい

う。）第４２条第３項の規定に基づき派遣先事業者から通

知された当該労働者の労働時間に加え、必要に応じ、派遣

先事業者に対し、その他の勤務の状況又は職場環境に関す

る情報について提供するよう依頼し、派遣先事業者は、派

遣元事業者から依頼があった場合には、必要な情報を提供

することとする。

この場合において、派遣元事業者は、派遣先事業者への

依頼について、あらかじめ、当該派遣労働者の同意を得な
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ければならない。

（３）就業上の措置の決定等

派遣労働者に対し就業上の措置を講ずるに当たって、派

遣先の協力が必要な場合には、派遣元事業者は、派遣先事

業者に対して、当該措置の実施に協力するよう要請するこ

ととし、派遣先事業者は、派遣元事業者から要請があった

場合には、これに応じ、必要な協力を行うこととする。こ

の場合において、派遣元事業者は、派遣先事業者への要請

について、あらかじめ、当該派遣労働者の同意を得なけれ

ばならない。

また、派遣先事業者は、特殊健康診断の結果に基づく就

業上の措置を講ずるに当たっては、派遣元事業者と連絡調

整を行った上でこれを実施することとし、就業上の措置を

実施したときは、派遣元事業者に対し、当該措置の内容に

関する情報を提供することとする。

（４）不利益な取扱いの禁止

次に掲げる派遣先事業者による派遣労働者に対する不利

益な取扱いについては、一般的に合理的なものとはいえな

いため、派遣先事業者はこれを行ってはならない。なお、

不利益な取扱いの理由がこれ以外のものであったとしても

、実質的にこれに該当するとみなされる場合には、当該不

利益な取扱いについても行ってはならない。

① 一般健康診断の結果に基づく派遣労働者の就業上の措

置について、派遣元事業者からその実施に協力するよう

要請があったことを理由として、派遣先事業者が、当該

派遣労働者の変更を求めること。

② 派遣元事業者が本人の同意を得て、派遣先事業者に派

遣労働者の一般健康診断の結果を提供した場合において

、これを理由として、派遣先事業者が、派遣元事業者が

聴取した医師の意見を勘案せず又は当該派遣労働者の実
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情を考慮せず、当該派遣労働者の変更を求めること。

③ 特殊健康診断の結果に基づく就業上の措置の実施に当

たり、健康診断の結果に基づく必要な措置について医師

の意見を聴取すること等の法令上求められる手順に従わ

ず、派遣先事業者が、当該派遣労働者の変更を求めるこ

と。

④ 特殊健康診断の結果に基づく就業上の措置の実施に当

たり、医師の意見を勘案せず又は労働者の実情を考慮せ

ず、派遣先事業者が、当該派遣労働者の変更を求めるこ

と。

（５）特殊健康診断の結果の保存及び通知

特殊健康診断の結果の記録の保存は、派遣先事業者が行

わなければならないが、派遣労働者については、派遣先が

変更になった場合にも、当該派遣労働者の健康管理が継続

的に行われるよう、労働者派遣法第４５条第１０項及び第

１１項の規定に基づき、派遣先事業者は、特殊健康診断の

結果の記録の写しを派遣元事業者に送付しなければならず

、派遣元事業者は、派遣先事業者から送付を受けた当該記

録の写しを保存しなければならない。

また、派遣元事業者は、当該記録の写しに基づき、派遣

労働者に対して特殊健康診断の結果を通知しなければなら

ない。

（６）健康情報の保護

派遣労働者の一般健康診断に関する健康情報については

、派遣元事業者の責任において取り扱うものとし、派遣元

事業者は、派遣労働者の同意を得ずに、これを派遣先事業

者に提供してはならない。


